
 

平成14年３月期 個別財務諸表の概要 平成14年４月26日
 

 

上場会社名   上 場 取 引 所         東 

コード番号  ７８６２ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.toppan-f.co.jp ） 

問 合 せ 先  責任者役職名 経理本部長 

 氏 名       新  田    健  二 T E L(03)3259-2465 

決算取締役会開催日 平成14年４月26日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成14年６月27日 単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

１．14年３月期の業績（平成13年４月１日～平成14年３月31日） 

(1)経営成績 （百万未満は切り捨てて表示しております。） 

 
売 上 高 ( 

対 前 年

増 減 率
) 営 業 利 益 ( 

対 前 年

増 減 率
) 経 常 利 益 ( 

対 前 年

増 減 率
) 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

1 4 年 3 月 期 183,275 (    4.2) 16,412 (   4.4) 18,304 (   4.2) 

1 3 年 3 月 期 175,928 (    4.5) 15,725 (   2.2) 17,569 (   4.5) 
 

 
当 期純利益 ( 

対 前 年

増 減 率
) 
１株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 

1 4 年 3 月 期 10,467 (   9.5)  91 20 ―― 11.8 13.4 10.0 

1 3 年 3 月 期 9,562 (   2.3)  83 15 ―― 11.7 13.6 10.0 

(注)1．期中平均株式数 平成14年３月期 114,778,500株 平成13年３月期 115,000,000株 
    2．会計処理の方法の変更  無 

 

(2)配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

 中 間 期 末 

配 当 金 総 額 

（ 年 間 ） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

1 4 年 3 月 期 23 00  11 00  12 00 2,638 25.2 2.9 

1 3 年 3 月 期  21 00  10 00  11 00 2,411 25.2 2.8 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％  円 銭 

1 4 年 3 月 期 140,934 91,756 65.1  799 93 

1 3 年 3 月 期 133,153 85,768 64.4  745 81 

(注)1．期末発行済株式数 平成14年３月期 114,706,000株 平成13年３月期 115,000,000株 

2．期末自己株式数 平成14年３月期 294,000株 平成13年３月期 149,000株 

 

２．15年３月期の業績予想（平成14年４月１日～平成15年３月31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中 間 期 末   

  百万円  百万円  百万円  円 銭  円 銭  円 銭   
            

中  間  期 
 93,600  10,100  6,000  11 50 ―― ――   

            

通      期 
 190,600  19,200  10,800 ――  11 50  23 00   

(参考) １株当たりの予想当期純利益（通期）94円09銭 
 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因

により予想数値と異なる可能性があります。 

 

 



 

 －１９－

（１）  個別財務諸表等 

 

（１）－１  貸借対照表 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 期 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

前 期 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 
増 減 

流 動 資 産 7 2 , 1 0 0  6 5 , 2 6 2  6 , 8 3 7  

現 金 及 び 預 金 1 7 , 7 4 4  1 1 , 4 3 8  6 , 3 0 5  

受 取 手 形 6 , 6 9 4  7 , 4 6 1  △ 7 6 6  

売 掛 金 2 7 , 9 0 3  2 7 , 0 1 9  8 8 3  

有 価 証 券 4 , 5 9 9  4 , 5 9 9  0  

商 品 1 , 6 9 1  1 , 8 4 6  △ 1 5 4  

製 品 7 , 2 8 7  7 , 8 3 3  △ 5 4 6  

原 材 料 8 8 0  7 8 7  9 3  

仕 掛 品 7 1 4  6 6 9  4 4  

貯 蔵 品 3 5 2  3 6 3  △ 1 1  

前 渡 金 8 5  3 7  4 8  

前 払 費 用 8 7 9  9 9 5  △ 1 1 5  

未 収 入 金 1 , 5 8 7  ―  1 , 5 8 7  

繰 延 税 金 資 産 1 , 0 9 4  8 8 7  2 0 7  

そ の 他 6 5 3  1 , 3 8 1  △ 7 2 7  

貸 倒 引 当 金 △ 6 8  △ 5 8  △ 9  

固 定 資 産 6 8 , 8 3 3  6 7 , 8 9 0  9 4 2  

有 形 固 定 資 産 4 7 , 5 2 3  4 6 , 4 4 5  1 , 0 7 7  

建 物 1 3 , 7 5 9  1 4 , 1 8 8  △ 4 2 8  

構 築 物 3 3 7  3 8 6  △ 4 9  

機 械 及 び 装 置 1 2 , 5 4 8  1 2 , 7 7 2  △ 2 2 4  

車 輌 運 搬 具 7 5  1 0 3  △ 2 7  

工 具 器 具 備 品 1 , 1 8 5  1 , 4 3 2  △ 2 4 6  

土 地 1 6 , 9 3 9  1 6 , 9 3 9  ―  

建 設 仮 勘 定 2 , 6 7 8  6 2 4  2 , 0 5 3  

無 形 固 定 資 産 1 , 3 7 8  1 , 2 3 5  1 4 3  

借 地 権 6 9 7  6 9 7  ―  

電 話 施 設 利 用 権 1 2 3  1 2 4  △ 0  

工業用水道施設利用権 1  1  △ 0  

ソ フ ト ウ ェ ア 5 5 6  4 1 2  1 4 3  

投 資 そ の 他 の 資 産 1 9 , 9 3 1  2 0 , 2 0 8  △ 2 7 7  

投 資 有 価 証 券 7 , 7 3 4  8 , 6 0 8  △ 8 7 4  

関 係 会 社 株 式 2 , 1 3 9  2 , 1 8 7  △ 4 7  

自 己 株 式 ―  3 7 4  △ 3 7 4  

出 資 金 2 5 5  2 7 9  △ 2 4  

長 期 貸 付 金 2 9  2 5  4  

関係会社長期貸付金 1 1 7  1 3 1  △ 1 3  

破産債権・更正債権その他これらに準ずる債権 2 6 5  2 3 0  3 4  

長 期 前 払 費 用 8 6  8 8  △ 1  

敷 金 ・ 保 証 金 2 , 8 9 8  3 , 0 5 4  △ 1 5 6  

保 険 積 立 金 4 , 5 4 2  4 , 2 6 5  2 7 6  

ゴ ル フ 会 員 権 等 6 6 2  7 3 1  △ 6 9  

繰 延 税 金 資 産 1 , 3 9 5  3 3 2  1 , 0 6 2  

そ の 他 1 1 2  1 8 4  △ 7 1  

資 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

 

 

の 

 

 

 

 

 

 

部 

貸 倒 引 当 金 △ 3 0 8  △ 2 8 6  △ 2 2  

資 産 合 計 1 4 0 , 9 3 4  1 3 3 , 1 5 3  7 , 7 8 0  
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（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 期 

( 1 4 . ３ . 3 1 ) 

前 期 

( 1 3 . ３ . 3 1 ) 
増 減 

流 動 負 債 4 8 , 7 0 4  4 6 , 9 3 4  1 , 7 6 9  

支 払 手 形 1 0 , 3 2 4  1 0 , 4 6 7  △ 1 4 3  

買 掛 金 2 5 , 1 1 5  2 4 , 9 4 7  1 6 8  

未 払 金 1 , 3 6 8  7 2 2  6 4 5  

未 払 法 人 税 等 4 , 0 4 3  3 , 2 8 6  7 5 6  

未 払 消 費 税 等 5 2 5  4 0 9  1 1 6  

未 払 費 用 2 , 2 2 7  1 , 9 2 0  3 0 7  

前 受 金 5 6 8  1 , 0 2 8  △ 4 6 0  

預 り 金 1 4 2  1 2 9  1 2  

賞 与 引 当 金 2 , 4 3 6  2 , 5 3 7  △ 1 0 1  

設 備 関 係 支 払 手 形 1 , 8 7 6  1 , 2 9 9  5 7 6  

そ の 他 7 6  1 8 5  △ 1 0 9  

固 定 負 債 4 7 3  4 5 0  2 2  

役員退職慰労引当金 4 7 3  4 5 0  2 2  

負 

 

 

 

債 

 

 

 

の 

 

 

 

部 

負 債 合 計 4 9 , 1 7 7  4 7 , 3 8 5  1 , 7 9 2  

資 本 金 1 1 , 7 5 0  1 1 , 7 5 0  ―  

資 本 準 備 金 9 , 2 7 0  9 , 2 7 0  ―  

利 益 準 備 金 2 , 6 1 9  2 , 3 5 8  2 6 1  

そ の 他 の 剰 余 金 6 8 , 9 4 6  6 1 , 3 4 8  7 , 5 9 7  

任 意 積 立 金 5 8 , 1 9 5  5 1 , 1 9 5  7 , 0 0 0  

別 途 積 立 金 5 8 , 1 9 5  5 1 , 1 9 5  7 , 0 0 0  

当 期 未 処 分 利 益 1 0 , 7 5 1  1 0 , 1 5 3  5 9 7  

その他有価証券評価差額金 △ 1 4 6  1 , 0 4 0  △ 1 , 1 8 7  

自 己 株 式 △ 6 8 3  ―  △ 6 8 3  

資 

 

本 

 

の 

 

部 

資 本 合 計 9 1 , 7 5 6  8 5 , 7 6 8  5 , 9 8 8  

負 債 資 本 合 計 1 4 0 , 9 3 4  1 3 3 , 1 5 3  7 , 7 8 0  

(注) 1．有形固定資産の減価償却累計額 60,035 57,817 2,218百万円 

 2．保 証 債 務 187 178 8百万円 

 3．授 権 株 式 数               400,000 400,000 ―千株 

 4．当期末日及び前期末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

当期末日及び前期末日における満期手形の金額は次のとおりであります。 

受 取 手 形 727 721百万円 

支 払 手 形 51 63百万円 

設 備 関 係 支 払 手 形  1 1百万円 
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（１）－２  損益計算書 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 期 

(13．４．１～14．３．31) 

前 期 

(12．４．１～13．３．31) 
増 減 

売 上 高 1 8 3 , 2 7 5  1 7 5 , 9 2 8  7 , 3 4 6  

製 品 売 上 高 1 4 6 , 0 9 9  1 4 1 , 5 5 4  4 , 5 4 5  

商 品 売 上 高 3 7 , 1 7 5  3 4 , 3 7 3  2 , 8 0 1  

売 上 原 価 1 3 4 , 8 7 9  1 2 9 , 2 3 1  5 , 6 4 7  

製 品 売 上 原 価 1 0 2 , 5 0 6  9 9 , 5 3 3  2 , 9 7 3  

商 品 売 上 原 価 3 2 , 3 7 2  2 9 , 6 9 8  2 , 6 7 4  

売 上 総 利 益 4 8 , 3 9 5  4 6 , 6 9 6  1 , 6 9 9  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3 1 , 9 8 2  3 0 , 9 7 0  1 , 0 1 2  

営 業 利 益 1 6 , 4 1 2  1 5 , 7 2 5  6 8 7  

営 業 外 収 益 3 , 6 0 9  3 , 7 2 4  △ 1 1 4  

受 取 利 息 4  8  △ 4  

有 価 証 券 利 息 8  5  2  

受 取 配 当 金 1 , 2 0 8  1 , 1 8 4  2 4  

設 備 賃 貸 料 1 , 7 2 7  1 , 8 3 0  △ 1 0 3  

特 許 料 収 入 4 2 2  ―  4 2 2  

そ の 他 2 3 8  6 9 5  △ 4 5 7  

営 業 外 費 用 1 , 7 1 8  1 , 8 8 0  △ 1 6 2  

賃 貸 費 用 1 , 5 6 9  1 , 6 6 2  △ 9 3  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1 2 1  1 5 6  △ 3 4  

そ の 他 2 7  6 1  △ 3 4  

経 常 利 益 1 8 , 3 0 4  1 7 , 5 6 9  7 3 4  

特 別 利 益 ―  1 , 3 9 9  △ 1 , 3 9 9  

固 定 資 産 売 却 益 ―  0  △ 0  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ―  0  △ 0  

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ―  1 , 3 9 9  △ 1 , 3 9 9  

特 別 損 失 9 9 4  2 , 5 8 4  △ 1 , 5 9 0  

固 定 資 産 除 却 損 4 3 1  1 0 0  3 3 1  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4 3 0  ―  4 3 0  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 ―  3 1  △ 3 1  

会 員 権 評 価 損 6 9  5 3  1 6  

関 連 会 社 株 式 評 価 損 ―  1 3 7  △ 1 3 7  

退職給付に係る会計基準変更時差異の費用処理額 ―  2 , 2 6 0  △ 2 , 2 6 0  

そ の 他 6 2  ―  6 2  

税 引 前 当 期 純 利 益 1 7 , 3 0 9  1 6 , 3 8 5  9 2 4  

法人税、住民税及び事業税 7 , 2 5 0  7 , 2 5 0  ―  

法 人 税 等 調 整 額 △ 4 0 7  △ 4 2 7  1 9  

当 期 純 利 益 1 0 , 4 6 7  9 , 5 6 2  9 0 4  

前 期 繰 越 利 益 1 , 6 7 2  1 , 8 5 4  △ 1 8 2  

中 間 配 当 額 1 , 2 6 1  1 , 1 4 8  1 1 3  

中間配当に伴う利益準備金積立額 1 2 6  1 1 4  1 1  

当 期 未 処 分 利 益 1 0 , 7 5 1  1 0 , 1 5 3  5 9 7  

(注)  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 2,309 2,180 128百万円 
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（１）－３  利益処分計算書（案） 

（単位：百万円） 

期    別 

科    目 

当 期 

(13．４．１～14．３．31) 

前 期 

(12．４．１～13．３．31) 

当 期 未 処 分 利 益 1 0 , 7 5 1  1 0 , 1 5 3  

利 益 処 分 額 8 , 9 5 9  8 , 4 8 1  

利 益 準 備 金 ―  1 3 5  

配 当 金 1 , 3 7 6  1 , 2 6 3  

取 締 役 賞 与 金 8 3  8 3  

任 意 積 立 金   

別 途 積 立 金 7 , 5 0 0  7 , 0 0 0  

次 期 繰 越 利 益 1 , 7 9 1  1 , 6 7 2  

(注)1． 前期は平成12年12月８日に1,148百万円(１株につき10円00銭)の中間配当を実施しております。 

    2． 当期は平成13年12月10日に1,261百万円(１株につき11円00銭)の中間配当を実施しております。 
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重要な会計方針  
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①売 買 目 的 有 価 証 券：時価法（売却原価は総平均法により算定） 

②満 期 保 有 目 的 の 債 券：償却原価法 

③子会社株式及び関連会社株式：総平均法による原価法 

④そ の 他 有 価 証 券 

 a．時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

 b．時価のないもの 

総平均法による原価法 

(2) デリバティブ 

時価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品（サプライ）・原材料・貯蔵品：先入先出法による原価法 

(2) 商品（機器）・製品・仕掛品：個別法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

法人税法に規定する方法と同一の基準 

(1) 有 形 固 定 資 産：定    率    法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。 

(2) 無 形 固 定 資 産：定    額    法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

を採用しております。 

(3) 長 期 前 払 費 用：定    額    法 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．引当金の計上基準           

(1) 貸 倒 引 当 金         ：債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(2) 賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の見込額のうち、当期において負担すべき額を計上して

おります。 

(3) 退 職 給 付 引当金         ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に未認識過去勤

務債務及び未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を計

上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしてお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金： 役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 



 

  －２４－

７．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

主として、繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用してお

ります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

a．為 替 予 約 ：外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

b．金利スワップ ：借入金 

(3) ヘッジ方針 

経理本部の管理のもとに、将来の為替・金利変動リスク回避のためにヘッジを行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・

フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

 

８．その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理：税抜方式によっております。 

 

 

 

表示方法の変更 

 

（貸借対照表） 

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収入金」は、当期末において資産の総額の１／

100を超えたため、当期より独立掲記しております。 

なお、前期末において流動資産の「その他」に含まれている「未収入金」は、891百万円であります。 

 

（損益計算書） 

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「特許料収入」は、営業外収益の10／100を超えた

ため、当期より独立掲記しております。 

なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれている「特許料収入」は、267百万円であります。 

 

 

 

追加情報 

財務諸表等規則の改正により、前期まで資産の部に記載しておりました「自己株式」は、当期より資本に対する

控除項目として資本の部の末尾に記載しております。 

なお、前期末において投資その他の資産に含まれている「自己株式」は、374百万円であります。 

 



 

  －２５－

（リース取引関係） 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 （当          期） （前          期） 

 百万円 百万円 

取 得 価 額 相 当 額 9,383 8,229 

減価償却累計額相当額 5,439 4,935 

期 末 残 高 相 当 額 3,944 3,293 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （当          期） （前          期） 

 百万円 百万円 

１       年       内 1,603 1,377 

１       年       超 4,300 3,548 

合                計 5,903 4,962 

 

(3) 当会計期間の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （当          期） （前          期） 

 百万円 百万円 

支 払 リ ー ス 料 1,860 1,620 

減価償却費相当額 1,881 1,874 

支 払 利 息 相 当 額 241 244 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

有 形 固 定 資 産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として計算した定率法による減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額を各期の減価償却費相当額とする方法によっております。 

無 形 固 定 資 産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 

２． オペレーティング・リース取引 

 

(1) 未経過リース料 

 （当          期） （前          期） 

 百万円 百万円 

１       年       内 268 262 

１       年       超 206 468 

合                計 475 731 

 



 

  －２６－

（有価証券関係） 

 

当期及び前期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

（税効果会計関係） 

 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  （当 期）  （前 期） 

（流動資産）  百万円  百万円 

繰延税金資産 賞与引当金損金算入限度超過額 686  551 
 未払事業税 385  313 
 その他 22  22 

 繰延税金資産合計 1,094  887 

     
（固定資産）     
繰延税金資産 減価償却費損金算入限度超過額 271  306 
 退職給付費用 218  196 
 役員退職慰労引当金 199  185 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 74  67 
 投資有価証券等評価損 331  155 
 会員権評価損 166  147 
 その他有価証券評価差額金 106  ― 
 その他 26  29 

 繰延税金資産合計 1,395  1,089 

     
繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 ―  756 

 繰延税金負債合計 ―  756 

     
 繰延税金資産の純額 1,395  332 

 

（注）当期及び前期の退職給付費用には、前払年金費用をそれぞれ△144百万円及び△161百万円を含んでおり

ます。 

 
2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  （当 期）   

 法定実効税率 42.1  （単位：％） 

 （調整）    
 交際費等の損金不算入額 1.3   
 受取配当等の益金不算入額 △2.9   
 その他 △1.0   

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.5   

 

 

（補足資料） 

 

部  門  別  売  上  高 

（単位：百万円） 

当 期 前 期 増 減 

区 分 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

構 成 比 

(％) 
金 額 

伸 率 

(％) 

ビジネスフォーム 146,099 79.7 141,554 80.5 4,545 3.2 

( 内 Ｄ Ｐ Ｓ ) (  42,444) ( 23.2) (  35,727) ( 20.3) (  6,716) ( 18.8) 

商 品 37,175 20.3 34,373 19.5 2,801 8.2 

合 計 183,275 100.0 175,928 100.0 7,346 4.2 

 


